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はじめに 

 

 

日本公認心理師養成機関連盟は、2020年1月に「大学の心理演習・心理実習の手引き（大学教員

用）」を公表し、大学が公認心理師を養成する時の、「心理演習」ならびに「心理実習」に関する法

令と養成カリキュラム上の位置づけについて整理した。 

この「大学の公認心理師養成カリキュラムにおける心理演習・心理実習」は、一つのモデル案とし

て提示したもので、社会の要請と公認心理師養成の実情に応じて今後も検討し改訂していくことが

期待された。この2022年改訂版はこれまでの実施運営上の課題を参考にして改訂された。 

なお、作成に当たり以下の資料を参考にした。 

 「公認心理師法第7条第1号及び第2号に規定する公認心理師となるために必要な科目の確認

について」（29文科初第 879号 障発0915第8号 平成29年9月15日） 

 一般社団法人日本公認心理師養成機関連盟編（2019）公認心理師養成の実習ガイド．日本評論

社 

 一般社団法人日本公認心理師養成機関連盟 第6回～第9回研修会資料 
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Ⅰ．公認心理師養成の大学カリキュラムの構造 

 

 

１．到達目標 

公認心理師に求められる知識と技術を習得し、国民の心の健康の保持増進に寄与するための実践

力を身につけるための到達目標について次のように方針が示されている。 

 

公認心理師の資格を得たときの姿を踏まえた上で、考えていくことが重要である（Outcome-

based education；卒業時到達目標から、それを達成するようにカリキュラムを含む教育全体を

デザイン、作成、文書化する教育法）。 

（「公認心理師カリキュラム等検討会報告書〔2〕「公認心理師のカリキュラム等に関する基本的

な考え方」を踏まえたカリキュラムの到達目標」 平成29年5月31日） 

 

また、公認心理師の資格を得たときの姿として、次の四つの業務（以下「公認心理師 4業務」と

いう）を行うことが規定されている。 

一 心理に関する支援を要する者の心理状態を観察し、その結果を分析すること。 

二 心理に関する支援を要する者に対し、その心理に関する相談に応じ、助言、指導その他の援

助を行うこと。 

三 心理に関する支援を要する者の関係者に対し、その相談に応じ、助言、指導その他の援助を

行うこと。 

四 心の健康に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供を行うこと。 

（公認心理師法第2条 平成27年9月16日） 

 

学生が公認心理師試験を受けて資格を取り、これらの4つの業務を行うことで国民の心の健康の

保持増進に寄与するためには、大学課程の後に大学院での学習や定められた施設において一定期間

以上の公認心理師の業務に従事することが必要とされている（図 1）。大学課程の心理演習と心理実

習がこうした連続した養成プロセスの中にあることを踏まえた教育が展開されることが重要である。 

図 1 大学課程を基礎とした公認心理師の養成プロセス 
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また、心理実習の開講に当たっては、以下の事項に留意することが示されている。 

 

ア 心理実習 

心理実習の時間は、80時間以上とすること。 

その際、保健医療、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働の５分野（以下「主要５分野」とい

う。）に関する施設において、見学等による実習を行いながら、当該施設の実習指導者又は実習担

当教員による指導を受けるべきこと。ただし、当分の間、医療機関（病院又は診療所。以下同じ。）

での実習を必須とし、医療機関以外の施設における実習については適宜行うこととしても差し支

えないこと。 

（「公認心理師法第 7条第 1号及び第 2号に規定する公認心理師となるために必要な科目の確認

について」（29文科初第 879号 障発0915第8号 平成29年9月15日）） 

 

「公認心理師4業務」を「主要 5分野」との関係で整理すれば、図 2のように表すことができる。

公認心理師養成にあたっては、「共通する業務内容」を遂行する力量を身に着けることが重要で、そ

の上で分野ごとの特殊な業務内容についての理解に発展させていくことが必要と考えられる。 

 

 保健 

医療 
福祉 教育 

司法・

犯罪 

産業・

労働 

一 心理に関する支援を要する者の心理状態

を観察し、その結果を分析すること。 
     

二 心理に関する支援を要する者に対し、そ

の心理に関する相談に応じ、助言、指導

その他の援助を行うこと。 

     

三 心理に関する支援を要する者の関係者に

対し、その相談に応じ、助言、指導その

他の援助を行うこと。 

     

四 心の健康に関する知識の普及を図るため

の教育及び情報の提供を行うこと。 
     

 

図2 「公認心理師4業務」と「主要 5分野」との関係 

 

２．大学の科目の構成 

「公認心理師4業務」と「主要 5分野」の関係から、「公認心理師法第 7条第 1号及び第2号に規

定する公認心理師となるために必要な科目の確認について」（29文科初第 879号 障発 0915第 8号 

平成 29年 9月 15日）で通知されている公認心理師の養成に関する科目について整理すると、図 3

のように科目の構成を整理することができる。 

心理学科目 12科目と心理学関連科目 3 科目に続いて、公認心理師 4業務を理解する科目として

「公認心理師の職責」、「心理的アセスメント」、「心理学的支援法」の 3科目が考えられる。また、

「主要5分野」に対応する科目として、「健康・医療心理学」、「福祉心理学」、「教育・学校心理学」、

「司法・犯罪心学」、「産業・組織心理学」の 5科目が考えられる。これらの科目に含まれる事項の

多くは、知識や理解を求めるものである。これらの座学を中心とした科目の内容は、「心理演習」の

体験的学習の基盤であり、「心理実習」で各分野の施設に赴くための不可欠な知識である。また、心

理演習や心理実習における体験的学習を通じてさらにその理解を深める相互連鎖的な学習過程によ

って、将来の公認心理師としての活動の質を保証することにつながる。こうした各科目の関連性の

分野ごとの 

特殊な業務内容 
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重要性を理解し、全ての科目について生きた知識として身につけておくことが望ましい。 

 

 

図3 大学の養成カリキュラムの科目の構成 

 

一方、公認心理師4業務では、「心理状態を観察し、結果を分析する」業務や、「相談に応じ、助

言、指導その他の援助を行う」業務、「知識の普及を図るための教育及び情報の提供を行う」業務

が求められている。知識を得て理解したことを業務としてできるようになるための業務体験科目と

して、「心理演習」と「心理実習」の 2科目がある。 

たとえて言えば、泳ぎ方についての教則本をたくさん読んで、息継ぎやクロールなどの泳ぎ方を

理解しただけでは実際に泳げるようにはならない。実際に水に近づいて恐怖心を軽減し、水の中を

歩いて水に顔をつけ、蹴伸びやバタ足や腕で水をかくなどの泳ぎの基本的動作をなんどもやって身

につけ、その上でクロールや平泳ぎなどの泳ぎ方を身体で繰返し練習しなければならない。さらに

は、プールでの泳ぎ方を覚えたとしても、川や海でおぼれている人を助ける場合の泳ぎ方ができる

ようになるためには、様々な難しい状況に対応した泳ぎ方を身につけていくことが必要になる。大

学課程では、「心理演習」において公認心理師４業務をロールプレイングや事例検討によって模擬

大学卒業後の教育 

大学院において公認心理師となるために必

要な科目を修めて修了した者 

定められた施設において一定期間以上

公認心理師の業務に従事した者 

 
＜心理学科目＞ 

心理学概論     臨床心理学概論 

心理学研究法    心理学統計法 

心理学実験     知覚・認知心理学 

学習・言語心理学  感情・人格心理学 

神経・生理心理学  社会・集団・家族心理学 

発達心理学     障害者・障害児心理学 

＜心理学関連科目＞ 

人体の構造と機能及び疾病 

精神疾患とその治療 

関係行政論 

 

＜業務理解科目＞ 

公認心理師の職責  健康・医療心理学 

心理的アセスメント 福祉心理学 
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的に体験して身につけることが示されている。そうした学習の上に立って、「心理実習」において

は、実際に支援が行われている現場での業務を見学することなどにより、支援が必要な現場に応じ

た分野ごとの業務内容の展開について体験することが大切だと考えられる。 

 

３．公認心理師として求められる能力（コンピテンシー） 

心理職に必要とされる能力については，Fouad et al.（2009）が，基盤的コンピテンシーと機能

的コンピテンシーが専門性の発達に伴って促進されるモデルを提案している（図 4）。 

 

   

図4 心理職のコンピテンシー 

Fouad et al.（2009）Cube modelより引用改変 

宮﨑（2020）実習総論. 日本公認心理師協会実習指導者研修会（検討会）より引用 

 

 基盤的コンピテンシーの「専門職としての基本的姿勢」として、次の内容が考えられる。 

A. 誠実さ–正直であること、個人の責任感、専門的価値の順守：実習生として専門職としての価値

観を守るとともに、 その価値観が直面する状況を認識できる。 

B. 立ち居振る舞い：さまざまな環境において、専門職として適切なコミュニケーションと服装を

含む身体的行動をとることができる。 

C. 説明責任：一貫した信頼性：自分の行動に対する責任を一貫して受け入れる。 

D. 他人の福祉への関心：他者の福祉を理解し保護するために一貫して行動する。 

E. 職業的アイデンティティ：専門職の発達に必要なさまざまな資源（スーパービジョン、文献な
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の仕方」「アポイントメントの取り方」「お礼の言い方」「気持ちをアサーティブに表現する仕方」な

ど、社会人としての基本的なスキルを事前に学んでいることが必要である。また、心理演習のロー
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ルプレイや事例検討の基盤となる「事例の立場や情動について多様な想像ができる」ためには、「感

じていることを言葉に表現すること」や「問題状況での自分の感じ方のクセや行動のクセに気づく

こと」や「自分の対応の仕方やセリフのクセが相手にどのような影響を与えることがあるのか想像

できること」、「他の人は自分とは違う多様な感じ方や対応の仕方があること」などを体験的に学ん

でいることなどが必要と考えられる。そのためには、「学習・言語心理学」「発達心理学」「知覚・認

知心理学」「感情・人格心理学」「社会・集団・家族心理学」などの授業においても、知的理解だけ

でなく、学習者が自分の生活とどのようにつながっているのか理解できるようにすることが大切で

ある。 

機能的コンピテンシーのうち，「アセスメント」「介入」「コンサルテーション」は、公認心理師

の4業務のうちの「心理的アセスメント」「心理的支援」「コンサルテーション」に当てはまる。そ

こに、「心の健康教育」が加わっていると考えることが出来る。さらに、「研究と評価」「スーパービ

ジョン」「教育」「経営管理」「権利擁護」の能力を身につけることが期待される。 
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Ⅱ．大学の「心理演習」と「心理実習」の法令上の位置づけ

とカリキュラム 

 

 

１．法令にある位置づけと含まれる事項 

「心理演習」「心理実習」の科目は、公認心理師法施行規則第 1条に定められ、「公認心理師法第

7条第1号及び第2号に規定する公認心理師となるために必要な科目の確認について」（29文科初

第879号 障発0915第 8号 平成29年9月15日）において、その内容に「含まれる事項」について

は、以下のように示されている。 

 

心理演習 

知識及び技能の基本的な水準の修得を目的とし、次の（ア）から（オ）までに掲げる事項につ

いて、具体的な場面を想定した役割演技（ロールプレイング）を行い、かつ、事例検討で取り上

げる。 

（ア） 心理に関する支援を要する者等に関する以下の知識及び技能の修得 

（１）コミュニケーション 

（２）心理検査 

（３）心理面接 

（４）地域支援等 

（イ） 心理に関する支援を要する者等の理解とニーズの把握及び支援計画の作成 

（ウ） 心理に関する支援を要する者の現実生活を視野に入れたチームアプローチ 

（エ） 多職種連携及び地域連携 

（オ） 公認心理師としての職業倫理及び法的義務への理解 

心理実習 

① 実習生が、次の（ア）から（ウ）までに掲げる事項について、主要 5分野の施設（具体的な

施設については「公認心理師法施行規則第三条第三項の規定に基づき、文部科学大臣及び厚

生労働大臣が別に定める施設」（平成29年文部科学省・厚生労働省告示第 5号）のとおり。）

において、見学等による実習を行いながら、当該施設の実習指導者又は実習担当教員による

指導を受けるべきこと。 

ただし、当分の間、医療機関での実習を必須とし、医療機関以外の施設における実習につい

ては適宜行うこととしても差し支えないこと。 

② 実習担当教員が、実習生の実習状況について把握し、次の（ア）から（ウ）までに掲げる事

項について基本的な水準の修得ができるように、実習生及び実習指導者との連絡調整を密に

行う。 

（ア） 心理に関する支援を要する者へのチームアプローチ 

（イ） 多職種連携及び地域連携 

（ウ） 公認心理師としての職業倫理及び法的義務への理解 

（「公認心理師法第 7条第 1号及び第 2号に規定する公認心理師となるために必要な科目の確認

について」（29文科初第 879号 障発0915第8号 平成29年9月15日）） 

 

「心理演習」では、上記の（ア）から（オ）までに掲げる事項について、具体的な場面を想定し
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た役割演技 （ロールプレイング）や事例検討を行い、公認心理師４業務を体験する。「心理演習」

で学ぶ内容は、知識を知的に理解するだけでなく「心理実習」において各分野の施設で利用者や関

係者とふれ合うための基本的な技能を身につける体験学習が大切である。各分野の施設における実

践を見学する際の意欲や関心を深めるために必要な情動を含む学習と言える。 

「心理演習」に含まれる事項は多く、その学習成果を確実にするためには、カリキュラム上の配

当単位数を4単位に増やして対応することや以下のような他の科目と連携した指導の工夫が必要と

考えられる。 

例： 「臨床心理学概論」の授業で、心理支援の様々な場面や技法を体験的に学ぶ機会を入れ

ていく。 

例： 「公認心理師の職責」の授業で、知的理解だけでなく、具体的な事例に対する体験的な

実感を伴った関心やかかわる態度を身につける学習を組み入れていく。 

例： 「心理的アセスメント」や「心理実験」の授業で、心理検査の知的理解だけでなく、具

体的な検査実施上の配慮や結果の解釈を行う学習を組み入れていく。 

例： 「心理学的支援法」の授業で、心理支援に関する知的理解だけでなく、具体的な事例に

対する支援計画やロールプレイによるクライエント体験をするなどの学習を組み入れて

いく。 

「心理実習」に含まれる事項は心理演習の（ウ）から（オ）までに掲げる事項である。心理演習

の（ア）と（イ）にあたる実際のケースを担当して支援計画を立てるという事項は含まれない。実

際のケースを担当して指導を受けるのは大学院あるいは定められた施設において行われる事項とな

っている。大学院課程での「心理実践実習」においては、大学課程の「心理演習」で挙げた（ア）

から（オ）について、主要5分野の施設で要支援者にかかわる支援を実践しながら、実習指導者又

は実習担当教員による指導（スーパービジョン、ケースカンファレンス等）を受けることが求めら

れる。大学課程での「心理実習」はその前提となる実習であり、各分野の施設に実際に赴き、主に

見学等による実習を行いながら、当該施設の実習指導者又は実習担当教員による指導を受けること

を通して、心理支援を要する者と必要な支援の現状に触れるとともに、現場でのチーム支援や他職

種・他機関との連携、協働について学ぶこととなる。大学課程の心理演習と心理実習において心理

職としての基本的な姿勢や態度、心構えの体験的な学習を身につけることは、大学院における「心

理実践実習」ならびに定められた施設において公認心理師の職につくための学習の基盤となるもの

と言える。 

「心理実習」おいては、各実習施設とその業務の根拠となっている制度について「関係行政論」

の学習と関連をはかることが望ましい。また、5分野の見学実習等を行うにあたっては「健康・医

療心理学」「福祉心理学」「教育・学校心理学」「司法・犯罪心理学」「産業・組織心理学」の科目に

おける学習との連携が重要になる。「医療・保健分野」の実習に当たっては、「人体の構造と機能及

び疾病」「精神疾患とその治療」との関連をはかることも大切になってくる。 

 

２．実習演習担当教員と実習指導者について 

実習演習科目の実習演習担当教員と実習指導者については、「公認心理師法第 7条第1号及び第

2号に規定する公認心理師となるために必要な科目の確認について」（29文科初第 879号 障発

0915第8号 平成29年 9月15日）において次のように示されている。 

 

１ 実習演習科目を担当する教員に関する事項 

（１）施行規則第3条第1項に規定する実習演習担当教員（以下「実習演習担当教員」とい

う。）の員数については、次に掲げるとおりとすること。なお、この場合の教員の員数に

ついては、当該大学等で当該科目を受講する学生（生徒を含む。以下同じ。）の合計数
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に基づき算定すること。 

ア 心理演習又は心理実習学生 15人につき 1人 

イ 心理実践実習学生 5人につき1人 

（２）実習演習担当教員は、公認心理師の資格を取得した後、法第２条各号に掲げる行為の業

務に5年以上従事した経験を有する者であって、かつ、実習演習担当教員を養成するた

めに行う講習会であって文部科学大臣及び厚生労働大臣が別に定める基準を満たすもの

としてあらかじめ文部科学大臣及び厚生労働大臣に届け出られたものを修了した者であ

ること。ただし、当分の間、次のいずれかに該当する者であれば差し支えない。 

ア 大学（大学院及び短期大学を含む。）において、教授、准教授、講師又は助教とし

て、心理分野の教育に係る実習又は演習の教授に関し3年以上の経験を有する者 

イ 専修学校の専門課程の専任教員として、心理分野の教育に係る実習又は演習の教授

に関し3年以上の経験を有する者 

２ 実習指導者に関する事項 

（１）施行規則第3条第 4項に規定する実習指導者（以下「実習指導者」という。）の員数に

ついては、次に掲げるとおりとすること。なお、心理実習については、実習指導者が当

該心理実習中に実習生を指導することが困難な場合は、実習演習担当教員のうち、心理

実習及び心理実践実習を担当する教員（以下「実習担当教員」という。）が実習施設に

おいて実習生に指導を行うこととすることも可能とする。 

ア 心理実習同時に指導を行う学生 15人につき 1人 

イ 心理実践実習同時に指導を行う学生 5人につき1人 

（２）実習指導者は、公認心理師の資格を取得した後、法第 2条各号に掲げる行為の業務に５

年以上従事した経験を有する者であって、かつ、実習指導者を養成するために行う講習

会であって文部科学大臣及び厚生労働大臣が別に定める基準を満たすものとしてあらか

じめ文部科学大臣及び厚生労働大臣に届け出られたものを修了した者であること。 

ただし、当分の間、法第 2条各号に掲げる行為の業務に 5年以上従事し、又は従事した

経験を有する者のうち、実習演習科目を開設する大学等が適当と認める者を実習指導者

とすることができる。 

（「公認心理師法第 7条第1号及び第2号に規定する公認心理師となるために必要な科目の確

認について」（29文科初第879号 障発0915第8号 平成29年9月15日）） 

 

 「心理演習」と「心理実習」の指導は、実習演習担当教員 1人に学生が15名までとなっている。

そのため、「心理演習」と「心理実習」を 15名で行う場合には担当教員 1人で良いが、それを超え

た人数で行う場合には実習演習担当教員が複数名必要になる。 

実習施設の実習指導者が同時に担当できる学生数は 15名までとなっている。そのため、見学等の

「心理実習」の時期を変えて複数回行う場合には、実習指導者は 1人でもよい。 

 なお、実習演習担当教員は、公認心理師施行規則では次の（１）から（３）の3条件を満たすこ

とが求められている。また、実習施設における実習指導者も、本則では次の（１）、（２）と（４）

の3条件を満たすことが求められている。 

（１）公認心理師の資格を取得 

（２）公認心理師 4業務に5年以上従事した経験 

（３）実習演習担当教員を養成するために行う講習会の受講 

（４）実習指導者を養成するために行う講習会の受講 

「ただし、当分の間」として示されている事項は、公認心理師施行規則の附則（実習演習担当教

員及び実習指導者に関する経過措置）第八条に規定されたものである。心理演習と心理実習をより
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国民の負託にこたえる質の高い内容とするためには、実習演習担当教員ならびに実習指導者の養成

が重要である。 

また、実習指導者が心理実習において実習生を指導することが困難な場合は、実習担当教員が実

習施設において実習生に指導を行うこととすることも可能とされている。なお、その場合には、実

習担当教員が「心理実習」に含まれる 3つの事項について見学等を通じて学生に指導することが必

要となる。 

 

３．心理実習の実習施設について 

具体的な実習施設としては、以下のように定められている。 

 

一   学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)に規定する学校 

二   地域保健法(昭和二十二年法律第百一号)に規定する保健所又は市町村保健センター 

三   児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)に規定する障害児通所支援事業若しくは

障害児相談支援事業を行う施設、児童福祉施設又は児童相談所 

四   医療法(昭和二十三年法律第二百五号)に規定する病院又は診療所 

五   精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和二十五年法律第百二十三号)に規定す

る精神保健福祉センター 

六   生活保護法(昭和二十五年法律第百四十四号)に規定する救護施設又は更生施設 

七   社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)に規定する福祉に関する事務所又は市町村

社会福祉協議会 

八   売春防止法(昭和三十一年法律第百十八号)に規定する婦人相談所又は婦人保護施設 

九   知的障害者福祉法(昭和三十五年法律第三十七号)に規定する知的障害者更生相談所 

十   障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和三十五年法律第百二十三号)に規定する広域

障害者職業センター、地域障害者職業センター又は障害者就業・生活支援センター 

十一  老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)に規定する老人福祉施設 

十二  労働安全衛生法(昭和四十七年法律第五十七号)に規定する労働者に対する健康教育及

び健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るため必要な措置を講ずる施設 

十三  更生保護事業法(平成七年法律第八十六号)に規定する更生保護施設 

十四  健康保険法等の一部を改正する法律(平成十八年法律第八十三号)附則第百三十条の二

第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第二十六条の規定による

改正前の介護保険法(平成九年法律第百二十三号)に規定する介護療養型医療施設又は

介護保険法に規定する介護老人保健施設、介護医療院若しくは地域包括支援センター

（注：介護保険法等の一部を改正する法律 平成29年法律第52号により創設される「介

護医療院」が（ 平成30 年3 月30 日／ 文部科学省／ 厚生労働省／ 告示第3 号）に

おいて追加されている） 

十五  法務省設置法(平成十一年法律第九十三号)に規定する刑務所、少年刑務所、拘置所、少

年院、少年鑑別所、婦人補導院若しくは入国者収容所又は地方更生保護委員会若しくは

保護観察所 

十六  厚生労働省組織令(平成十二年政令第二百五十二号)に規定する国立児童自立支援施設 

十七  ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法(平成十四年法律第百五号)に規定する

ホームレス自立支援事業を行う施設 

十八  独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法(平成十四年法律第百六十七

号)に規定する独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 

十九  発達障害者支援法(平成十六年法律第百六十七号)に規定する発達障害者支援センター 
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二十  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成十七年法律第百二

十三号)に規定する障害福祉サービス事業、一般相談支援事業若しくは特定相談支援事

業を行う施設、基幹相談支援センター、障害者支援施設、地域活動支援センター又は福

祉ホーム 

二十一 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成十八年

法律第七十七号)に規定する認定こども園 

二十二 子ども・若者育成支援推進法(平成二十一年法律第七十一号)に規定する子ども・若者総

合相談センター 

二十三 子ども・子育て支援法(平成二十四年法律第六十五号)に規定する地域型保育事業を行う

施設 

二十四 前各号に掲げる施設に準ずる施設として文部科学大臣及び厚生労働大臣が認める施設

（「公認心理師法施行規則第 3 条第 3 項の規定に基づき文部科学大臣及び厚生労働大臣

が別に定める施設」 

（平成 29年 9月 15日／文部科学省／厚生労働省／告示第 5号） 改正文（平成 30年 3月 30日

／文部科学省／厚生労働省／告示第 3号）を元に作成） 

 

なお、上記の第 24号の前各号に掲げる施設に準ずる施設として文部科学大臣及び厚生労働大臣

が認める施設としては、次のように通知されている。 

1 国又は地方公共団体が、心理に関する支援を要する者に対し、心理に関する支援を実施し

ている場合は、当該施設 

2 施行規則第 5条第 1号から第 25号までに掲げる施設及び 1の施設のほか、法人が公認心

理師法（平成 27年法律第 68号。以下「法」という。）第 2条第 1号から第 3号までに掲

げる行為を業として行っていることが客観的に明らかである場合は、当該施設 

実習施設の依頼に際しては、実習指導者として依頼できる可能性のある卒業生等の心理職が勤め

ている施設や、これまで大学や大学教員と地域との連携が行われている施設に、実習受入れの打診

を行うことなどが考えられる。また、新たに実習受け入れ施設を探す場合には、積極的に実習の受

入れを表明している機関があるので、地域にあるそうした機関の施設に打診することも考えられる。

その上で、受け入れ可能な場合には、大学の責任者からディプロマポリシーに基づいた「心理実習

計画」と「見学実習の学生リスト」を添付して、「心理実習依頼状」を作成し、実習施設から「心理

実習受入れ承諾書」を得ることが必要である。さらに、大学と地域の実習施設との連携の継続性を

担保するためには、大学と施設を統括する機関とで「地域連携協定」などを結ぶことも考えられる。 

 なお、大学附属の心理相談施設や民間の心理相談施設は、「公認心理師法施行規則第 3 条第3 項

の規定に基づき文部科学大臣及び厚生労働大臣が別に定める施設」（ 平成29年9月15日／文部科

学省／厚生労働省／告示第 5 号）の第 24 号の規定によって文部科学大臣及び厚生労働大臣によっ

て実習施設として認められれば実習施設として含めることが出来る。一方、任意団体としての私設

心理相談室や災害支援のボランティアとしての心理支援活動などは心理実習の対象施設に含まれて

いないことに注意が必要である。なお、公認心理師養成に関する大学の特色を出すために、80時間

を超えた時間にこれらの施設や活動の見学実習を組みいれることは可能である。 

（「心理実習見学依頼状」の例 様式1） 

（「心理実習計画」の例 様式2） 

（「見学実習の学生リスト」の例 様式3） 

（「心理実習受入れ承諾書」の例 様式4） 

  

４．心理実習開講に当たって留意すべきこと 
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 心理実習の開講に当たっては、以下の事項に留意することが示されている。 

４ 実習に関する事項 

（１）施行規則第３条第３項に規定する実習施設は、実習担当教員による巡回指導が可能な範囲

で選定し、巡回指導は、実習期間中、概ね週１回以上定期的に行うこと。 

（２）各実習施設における実習計画が、当該実習施設との連携の下に定められていること。 

（３）実習において知り得た個人の秘密の保持について、実習生が十分配慮するよう指導するこ

と。 

（４）実習内容、実習指導体制及び実習中のリスク管理等については、各実習施設との間で十分

に協議し確認を行うこと。 

（５）実習を実施する際には、健康診断等の方法により、実習生が良好な健康状態にあることを

確認した上で実施すること。 

（６）実習の指導を実施する際には、次の点に留意すること。 

ア 心理実習及び心理実践実習を効果的に進めるため、実習生用の「実習指導マニュアル」

及び実習の振り返りや評価を行うための「実習記録ノート」等を作成し、実習の指導

に活用すること。 

イ 実習後においては、実習生ごとに実習内容についての達成度を評価し、必要な個別指

導を行うこと。 

ウ 実習の達成度等の評価基準を明確にし、評価に際しては実習施設の実習指導者の評定

はもとより、実習生本人の自己評価についても考慮して行うこと。 

（７）心理実習及び心理実践実習の開講に当たっては、以下の事項に留意すること。 

ア 心理実習 

心理実習の時間は、80時間以上とすること。 

その際、保健医療、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働の５分野（以下「主要５分

野」という。）に関する施設において、見学等による実習を行いながら、当該施設の

実習指導者又は実習担当教員による指導を受けるべきこと。ただし、当分の間、医療

機関（病院又は診療所。以下同じ。）での実習を必須とし、医療機関以外の施設にお

ける実習については適宜行うこととしても差し支えないこと。 

イ 心理実践実習 

心理実践実習の時間は、450時間以上とすること。 

また、実習において担当ケース（心理に関する支援を要する者等を対象とした心理的

支援等）に関する実習時間は計 270時間以上（うち、学外施設における当該実習時間

は 90 時間以上）とするべきこと。その際、主要５分野のうち３分野以上の施設にお

いて、実習を実施することが望ましい。ただし、医療機関における実習は必須とする

べきこと。なお、医療機関以外の施設においては、見学を中心とする実習を実施して

も差し支えない。なお、大学又は大学院に設置されている心理職を養成するための相

談室における実習は、心理実践実習の時間に含めて差し支えないが、主要５分野のい

ずれにも含まれないこと。 

（「公認心理師法第 7条第1号及び第2号に規定する公認心理師となるために必要な科目の確認

について」（29文科初第 879号 障発0915第8号 平成29年9月15日）） 

 

実習施設としては、医療機関（病院又は診療所）での実習が必須とされているが、保健所等の保

健機関が含まれていないことに注意が必要である。 

各実習施設における実習計画については、直接実習生の指導に当たる実習指導者と十分な打ち合

わせを行い、大学で学習する科目（心理演習を含む）との密接な関連をはかって、心理実習の見学
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等における学習が着実に身につくように作成することが重要である。実習生の人数が 10 名～15 名

となると、要支援者との関わりが生じる心理支援の実践現場に入ることは困難と思われる。実習施

設の業務に応じた施設設備の特徴を見学するとともに、どのような職種によるチームアプローチが

いつどのように行われているのか、地域の機関や人々とどのような地域連携を行っているのか、そ

こでの職業倫理と法的義務がどのように実践されているのか見学と具体的な説明をうけることで体

験的に学ぶことが考えられる。 

実習担当教員による巡回指導は「心理実習」においても必要と解されるが、1週間未満の見学実

習であれば、実習担当教員が実習施設に一度同行して指導し、それを記録に残すことで可能とも考

えられる。 

実習に当たっては、個人の秘密保持、実習中のトラブルに対する賠償責任保険を含むリスク管理、

実習生の健康診断の受診などについて事前にオリエンテーションを行うことが必要である。また、

実習生用の「実習指導マニュアル」や「実習記録ノート」を活用することが必要とされている。こ

れらの記録は実習が適切に行われている社会的根拠ともなるため、その保存方法についても決めて

おくことが必要である。 

 

５．心理実習の指導計画について 

大学課程の心理実習の内容構成としては、いくつかのパターンが考えられる。 

Ａ．多様な施設での実習を構成する場合 

医療機関での必修の実習とともに、保健、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働の各施設

での実習について、時間数をバランスよく配分する構成である。大学から実習生のそれまで

の学習状況や興味・関心を伝えるとともに実習施設側で実施可能な実習内容を突き合わせて

調整する等の準備が重要である。 

保健医療、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働の 5分野すべての施設において見学等の

実習を行うことが望ましいと考えられる。5 分野すべてが難しい場合でも、大学院の心理実

践実習は「主要 5分野のうち 3分野以上の施設において、実習を実施することが望ましい」

とされているところから、大学の心理実習においても 3分野以上の施設について見学等の実

習を行うことで、大学院での実習につなげることが必要と考えられる。 

Ｂ．医療機関（病院又は診療所）での実習を中心に構成する場合 

医療機関での実習を中心に時間数を多く配分し、他の施設での実習は適宜必要に応じて少

ない時間数を配分する構成である。この場合も、精神科病院だけでなく総合病院や障害児医

療センターなど複数の医療機関の見学を行う場合と、1 つの医療機関に何日か見学等の実習

を行う場合が考えられる。いずれにしろ、大学院における 3分野での心理実践実習を視野に

入れた実習計画を立てることが必要と考えられる。 

Ｃ．多様な施設での短時間の見学実習の他に、特定の施設での複数日にわたる支援の実践にかか

わる実習を加えて構成する場合 

必修となっている 5分野の見学実習（80時間）とは別に特定の実習施設において複数日に

わたって支援の実際にかかわる実習を組みこんだカリキュラムを構成している大学がある。

これは、実習生が大学を卒業後に大学院や定められた一定の施設において、要支援者と関わ

るケース担当をすることを考慮して、その移行支援とも考えることが出来る。心理演習に含

まれる事項の（ア）心理に関する支援を要する者等に関する以下の知識及び技能の修得と（イ）

心理に関する支援を要する者等の理解とニーズの把握及び支援計画の作成が心理実習の含ま

れる事項には入っていないことを補充する意義も大きいと考えられる。 

履修学年と開講期ならびに単位数については、履修条件の可否や学外実習の適性判断等を含めて、

3 年生の後期あるいは 4年生の前期に開始することが想定される。一方で、1 年生や 2 年生から実

習を組み入れている大学もある。いずれにしろ、大学で学ぶ科目と実習内容とが緊密に連携されて、
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5分野の実情を体験的にも知的にも統合して学習を進めることが大切である。 

心理実習の時間数は 80時間以上であり、医療機関が必須となっている。大学設置基準第 21条第

2項（文部省令第28号）では、「実験、実習及び実技については、30時間から 45時間までの範囲で

大学が定める時間の授業をもつて 1単位とする。」と定められている。そのため 80時間を半期1コ

マ2単位で開講することが考えられる。なお、いずれ5分野にわたる実習を行うことを念頭に置く

と、各分野で十分な事前・事後指導を行うためには、半期 2コマ程度によって実施されることが理

想的なのではないかとも考えられる。単位数は各大学の実習プログラムに応じて、2～4単位とする

ことが考えられる。 

 

６. 心理演習・心理実習の教育評価の考え方 

 学習時期に応じた評価機能として，受講のはじめに学習者の状態について行う「診断的評価」，学

習経過にともなって行う「形成的評価」，学習のまとめとしての行う「総括的評価」がある。また，

評価方法として，集団の中での位置を評価する相対評価，一定の到達目標が達成されたかどうかを

評価する絶対評価，学習者ひとりひとりの学習がどのように進んでいるのか評価する個人内評価が

ある。評価機能と評価方法の組み合わせが表１である。 

診断的評価では，授業に人数制限がある場合に相対評価を行って選抜することや，一定の科目の

履修を義務付ける場合などの絶対評価としての受講条件の設定，さらには面接による個人の特性に

応じた個人内評価による受講の適切性の判断などが考えられる。 

形成的評価は，学習を進めていく段階で学習進捗度を比較する相対評価や，学習進捗度の絶対評

価に基づいて不十分な受講生に追加指導を行うことや，個人の特性に応じた個人内評価に基づく個

別配慮の必要性などを検討することが考えられる。その上で，総括的評価の相対評価では ABCDなど

の集団内での順位づけを行うことや，到達目標が達成できたかどうかを絶対評価することや，学生

の学習内容のプロフィールを個人内評価して個人の長所と今後の課題を検討することなどが考えら

れる。 

演習・実習の評価にあたっては、これらの評価機能と評価方法を総合的に用いて評価することが

必要である。なかでも、公認心理師の養成では卒業時到達目標を達成する教育が必要なことから、

総括的評価として内容別目標達成度を絶対評価することが重要と考えられる。 

 

表１ 学習時期に応じた評価機能と評価方法の組み合わせ 

評価方法 
学習時期に応じた評価機能 

診断的評価 形成的評価 総活的評価 

相対評価 選抜 学習進捗度の比較 ABCDの順位づけ 

絶対評価 受講条件 学習進捗度と追指導 内容別目標達成度 

個人内評価 個別特性 個別配慮の必要性など 長所と今後の課題 
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Ⅲ．大学におけるガイダンス 

 

 

１．ディプロマポリシー 

各大学における公認心理師養成のディプロマポリシーならびに公認心理師養成カリキュラムの全

体像については、入学前に十分な情報公開をすることが必要である。 

学部・学科の「入学定員」と「心理演習」や「心理実習」科目などの受け入れ人数が異なる場合

は、学生募集の段階で明示することが望ましい。そして、公認心理師受験資格取得希望者に向けて

は、入学時オリエンテーションなどのできるだけ入学後早期の段階で、公認心理師養成カリキュラ

ムの全体像に関する十分な説明を行い、学生たちに適切な理解を図ることが必要とされる。そこで

は、心理演習や心理実習に至るまでどのような科目をどのような配当学年で履修していくのか（履

修モデル）、実習の定員や必要な単位・修得科目等（履修条件）について、できるだけ具体的かつ明

確に示されることが求められる。また、公認心理師を目指さない学生がどのような科目をどのよう

に履修して卒業後に社会の中で活躍できる力量を身につけることができるのか、大学のディプロマ

ポリシーを示すことが必要である。なお、大学入学時には公認心理師を目指さない学生であっても、

いつか将来は大学院に進学して公認心理師の資格を取得する可能性を考えて、大学の公認心理師養

成に必要な科目を履修しておきたいと考えて履修希望を出す場合も考えられる。 

 

２．心理演習や心理実習の履修者の決定と欠席と実習中止条件の扱い 

心理演習や心理実習の履修者を決定するに当たっては、必要に応じて希望者に個別面接等を行い、

履修条件の合否や心理演習や心理実習に対する適性等について判断してフィードバックを行ことが

必要となる場合も考えられる。履修条件に満たない場合や外部の実習施設での心理実習に不適切な

事実が認められる場合には心理実習の非該当者とするなどの適切な措置を講じることが求められる。 

入学者全員が「心理演習」や「心理実習」を含む公認心理師養成のカリキュラムにある全科目を受

講できる場合であっても、「心理演習」や「心理実習」に履修条件があれば明示することが必要であ

る。 

実習生が実習期間に、インフルエンザ等の感染症になったり、交通事故に巻き込まれて骨折をし

たりして欠席する場合が考えられる。誰にも短期間の病気や事故の可能性がある。そのため、不測

の病気や事故で欠席した場合に、欠席者の実習時間を補う実習施設や実習日程を定められた 80 時

間を超えて90時間分設けておくなどの対応が必要かもしれない。 

さらに、心理実習の履修中止条件について、オリエンテーションの段階で示しておくことが必要

である。基準として考えられるのは、実習時間が80時間に満たない場合や法的義務の違反事項であ

る。すなわち、公認心理師法第 40条の信用失墜行為の禁止違反（たとえば社会的に罰金以上の刑罰

を受けた時など）、第41条の秘密保持義務の違反、第 42条連携義務（医師の指示を受けることを含

む）の違反（たとえば実習指導者や実習先での監督者等の指示に従わないことや多様な人々とのグ

ループ活動に参加しないことなど）などが考えられる。 

欠席や履修中止条件によって、心理実習の単位を取得できなかった場合に、翌年度の再履修が認

められる条件と再履修がみとめられない条件についても明示しておくことが必要である。 
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１．「心理実習見学依頼状」の例（様式 1） 

２．「心理実習計画」の例（様式 2） 

３．「見学実習の学生リスト」の例（様式 3） 

４．「心理実習受入れ承諾書」の例（様式 4） 

 

 



「心理実習見学依頼状」の例（様式 1） 

(1) 

〇〇年〇〇月〇〇日 

〇〇施設長 （ 氏 名 ）殿 

〇〇大学○○学部 

学部長（ 氏 名 ）公印 

 

〇〇年度学生の心理実習について（ご依頼） 

 

 平素は本学学生の教育について格別のご配慮を賜り厚く感謝申し上げます。 

さて、本大学の○○学部（○○学科○○コース）では、国家資格である公認心理師

の養成を行っております。そのカリキュラムの一貫として、大学〇年次に「心理実習」

の授業として外部施設での学生の見学実習を別紙「心理実習計画」の要領にて行って

います。つきましては、貴施設にて、大学生を実習生として受け入れていただきご指

導をいただきますように、格段のご配慮を賜りたくご協力をお願いいたします。 

ご協力をいただける場合には、お手数ですが、別紙書式による貴施設長の承諾書を

返送していただきたく、合わせてよろしくお願い申し上げます。 

 

記 
 

(ア)依頼する心理臨床実習：別紙の実習計画中の「外部実習施設における見学実習」 

(イ)貴施設における実習依頼内容（詳細については担当者と連絡調整いたします） 

① 施設の概要と業務についての見学と理解 

② 心理に関する支援を要する者へのチームアプローチの見学 

③ 多職種連携及び地域連携の見学 

④ 貴施設のおける公認心理師としての職業倫理及び法的義務の理解 

⑤ 記録・報告の実習 

(ウ)実習依頼人数：○○名（１５名、１５名２班編成で２回合わせて合計３０名） 

（学生の氏名・性別等は別紙「見学実習生一覧」のとおり) 

(エ)貴施設における実習日時と実習時間数について（各大学の計画時数を記載する） 

① 貴施設における実習指導時間（〇時間、１日〇時間を〇日間合計〇〇時間） 

② 実習日時（実習指導計画によって次のような例が考えられる） 

1. 〇〇年〇〇月〇〇日（午前・午後）〇時より〇時間 

2. １班：〇〇年〇〇月〇〇日（午前・午後）〇時より〇時間 

２班：〇〇年〇〇月〇〇日（午前・午後）〇時より〇時間 

3. 〇〇年〇〇月○○日より〇日間（一日〇時間合計〇〇時間） 

 

大学の担当者：（ 氏 名 ）〇〇大学〇〇学部（職名） 

TEL & FAX: ****-**-****  Mail: ********@*****.**.** 

※ なお、この件については、貴施設の〇〇様と事前連絡を取らせていただきました。 

mailto:********@*****.**.**


 

「心理実習計画」の例（様式 2） 

(2) 

〇〇大学〇〇学部（〇〇学科〇〇コース）「心理実習計画」 

 

１．目的：保健医療、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働の各分野の施設において見学等

による学習によって、次の（ア）から（ウ）までに掲げる事項について学習する。 

（ア） 心理に関する支援を要する者へのチームアプローチ 

（イ） 多職種連携及び地域連携 

（ウ） 公認心理師としての職業倫理及び法的義務への理解 

 

２．対象学生：〇〇大学〇〇学部（○○学科○○コース）〇年次学生 

 

３．開講期と単位：2単位（前期・後期・通年）（必修・選択） 

 

４．実習内容（90時間）（各大学の特色を生かした計画を記載する） 

（１） 大学における実習（50時間） 

① オリエンテーション：心理実習の概要、履修条件、実習の心得等（3時間） 

② 事前学習：各実習施設に関するグループワーク（各 2時間を 8施設 16時間） 

③ 事前学習：各実習施設に関する発表と討議（各 1.5時間を 8施設 12時間） 

④ 事後学習：各見学実習のまとめと自己評価報告（各 2時間を 8施設 16時間） 

⑤ まとめ：心理実習全体のふりかえりと記録のまとめ（3時間） 

（２） 外部実習施設における実習（40時間） 

① 外部実習施設：各外部実習施設での見学実習（各４～8時間を 8施設 40時間） 

② 実習依頼人数：各施設に 1回 15名以内（30名の場合は 2班に分けて行う） 

③ 実習指導者：大学の教員が引率して指導責任を持つが、各施設における「公認心

理師の実習指導者としての資格のある方１名以上に各施設における見学の指導

をお願いする。 

 

５．指導体制 

（１） 実習担当教員：○○学部（職階）（ 氏 名 ）、（○○学部（職階）（ 氏 名 ）） 

連絡先：Tel.****-**-**** Mail: ********@******.**.** 

（２） 実習生は、事故等に備えて賠償責任保険に加入する。 

（３） 実習生は、事前に大学の健康診断を受ける。 

（４） 実習生に守秘義務違反や指導者の指示違反等があった場合には、実習施設の実習

指導者と実習担当教員の相談の上で実習中止とする。 

 



 

「見学実習の学生リスト」の例（様式 3） 

(3) 

〇〇大学〇〇学部の見学実習の学生リスト 

（その１：〇〇年〇〇月○○日見学予定の 1班） 

（必要に応じて：その２：〇〇年〇〇月○○日見学予定の２班のリストを加える） 

実習担当教員：〇〇大学〇〇学部 （職階）（ 氏 名 ） 

No. 実習生氏名 性別 学年 年齢 特記事項 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

※ 個別の実習生プロフィールが必要な場合は、「公認心理師「心理実習」(大学)の手引

き」を参照のこと） 



「心理実習受入れ承諾書」の例（様式 4） 

 

(4) 

〇〇大学○○学部 

学部長 （ 氏 名 ） 宛 

 

                    貴施設名              

                  施設長               印 

 

〇〇年度〇〇大学学生の心理実習の受入れ承諾書 

 

 ご依頼の公認心理師養成の「心理実習」の授業として当施設での学生の見学実習の受入れにつ

いて回答いたします。 
 

１． 受入れの諾否（どちらかに○をつけて下さい） 

① 〇〇年度の「心理実習」の受入れを承諾いたします。 

② 〇〇年度の「心理実習」の受入れは、できません。 
 

２． 実習生受け入れ期日、時間（各大学の計画時数を記載する） 

① 〇〇年〇〇月〇〇日（午前・午後）〇時より〇時間 

② １班：〇〇年〇〇月〇〇日（午前・午後）〇時より〇時間 

２班：〇〇年〇〇月〇〇日（午前・午後）〇時より〇時間 

③ 〇〇年〇〇月○○日より〇日間（一日〇時間合計〇〇時間） 
 

３． 見学実習における実習指導者のお名前と連絡先（電話、FAX、メールアドレス等） 

 

 

４． 訪問予定時間と訪問先 

訪問予定時間： 

施設に着いたらお訪ねする先： 
 

５． おおまかな実習内容の予定 

 

 

 

６． 持ち物 

 

 

７． その他の注意事項 

 

 

８． 緊急時等に際しての学生から貴施設に連絡する時の連絡 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人 日本公認心理師養成機関連盟 

第 2期実習演習検討委員会（大学班） 

委  員 

○ 宮﨑 昭 （立正大学） 

 佐藤 宏平 （山形大学） 

 武内 智弥 （淑徳大学）） 

「心理演習」改訂協力委員 

 清水 めぐみ （東北福祉大学） 

 杉山 雅宏 （東京家政大学） 

「心理実習」改訂協力委員 

 瀬地山 葉矢 （日本福祉大学） 

 松田 なつみ （白百合女子大学） 

 松本 宏明 （志學館大学） 

 ○：班長 
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